
Ａ充実（最大３．８兆円） Ｂ重点化・効率化（▲最大１．２兆円）

（０．７兆円程度）
待機児童の解消・幼保一体化の実現

計・上限１兆４０００円 計・上限７０００億円程度
病院・病床機能の分化・強化と連
携・在宅医療の充実等（８８００億
円程度）

平均在院日数の減少等（▲４４００億円
程度）

在宅介護の充実等（２８００億円
程度）

外来受診の適正化（▲１３００億円程
度）

上記の重点化にともなうマンパ
ワーの充実（２５００億円程度）

介護予防・重度化予防・介護施設の重
点化（在学への移行）（▲１８００億円程
度）

計・上限１兆円程度 計・上限５０００億円程度

　短時間労働者に対する被用者
保険の適用拡大

左記・公費への影響は完全実施の場
合▲１８００億円　法施行時点では▲４
００億円程度

　　１号保険料の低所得者保険
料軽減強化（上限１３００億円程

介護納付金の総報酬制導入（完全実
施の場合）▲１５００億円

総合合算制度（上限４０００億円
程度）

軽度者に対する機能訓練等重度化予
防に効果のある給付への重点化

「所得比例年金」（社会保険方
式）、「最低保障年金」（税財源）
低所得者への加算、障害基礎年
金等への加算（６３００億円程
度）、受給資格期間の短縮（３００
億円程度）

高所得者の年金給付の見直し（年収８
５０万円以上から減額開始（１３００万円
以上は公費負担分を全額減額）▲７００
億円程度。物価スライド特例分の解消

遺族年金の父子家庭への拡大
（１００億円程度）

●標準報酬上限の引上げ検討、支給
開始年齢引き上げの検討（中長期的な

課題）

年金

医療介護サービスの提供体制の効率化・重点化と機能強化（診療報酬・
介護報酬の体系的見直しと基盤整備のための法的整備）

保険者機能の強化を通じた医療・介護保険制度のセーフティネット機能の
強化・給付の重点化、逆進性対策

社会保障の充実と重点化・効率化（主な改革検討項目）

高額療養費の改善に必要な財源と方策を検討し、まず年間での負担上限
等の導入をめざす
高齢者医療制度の見直し（高齢者医療制度改革介護の取りまとめ踏まえ
て）

子ども・
子育て

医療・
介護

2015年度の所要額（公費）合計＝2.7兆円程度（Ａ－Ｂ）


